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二戸 市 議会 の 議決 すべ き 事件 を 定め る 条例 

地方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 96 条 第 2 項 の 規定 に 基づき 、 議会 の 
議決 すべ き 事件 を 次 の と お り 定 め る 。 

(1) 市 の 総合 計画 の 基本 構想 及び 基本 計画 の 策定 、 変 更 、 又 は 廃止 に 関 























する こと 。 
附 則 
この 条例 は 、 公 布 の 


















































日 か ら 施 行 す る 。 


議員 は 公職 者 と し て の 高い 倫理 観 と 深い 見 識 に より 、 
自信 








基づき 








員 政 治 倫理 


条例 








ーー キュ レー: 
ーー 由 議 会 議 





、 誇 り と 




















を も っ て 市 政 を 担い つつ 、 





よっ て 、 議 員 と 市 民 と の 信頼 関係 を 導く 基盤 と し て この 条例 を 制定 する 。 








( 


第 1 条 

















的 ) 








自ら 考え る 明確 な 政治 倫理 基準 に 
説明 責任 を 果して いく こと が 必要 で ある 。 


この 条例 は 、 二 戸 市 議会 基本 条例 (平成 26 年 二戸 市 条例 第 8 号 ) 第 19 条 第 2 項 






























































































































































の 規定 に 基づき 、 議 員 が 市 民 全 体 の 代表 者 と し て 議員 活動 を 行う に 当たり 、 遵 守 す べき 
行動 基準 を 定め 、 市 民 か ら の 信頼 を 得る 基盤 を つく り 、 も っ て 公正 な 市 政 の 発展 を 目指 
すこ と を 目的 と する 。 
議員 の 責務 ) 
第 2 条 議員 は 、 市 政 に 関わ る 権能 と 責務 を 深く 自覚 し 、 第 4 条 に 規定 する 政治 倫理 基準 
を 遵守 し て 活動 し な けれ ば な ら な い 。 
2 議員 は 、 自 ら 研 さ ん を 積み 、 資 質 を 高め る と と も に 、 市 民 の 信頼 に 値する 倫理 性 を 自 
覚 し 、 そ の 品位 の 保持 に 努め な けれ ば な ら な い 。 
3 議員 は 、 法 令 及 び 条 例 を 遵守 し 、 公 正 な 職務 執行 を 妨げ る いか な る 不当 な 要求 に も 屈 
し て は な ら な い 。 
4 議員 は 、 市 民 か ら の 求め の 有無 に か か わら ず 、 自 ら 率 先 し て 説明 責任 を 果 さ な けれ ば 
な ら な い 。 
(市 民 の 役割 ) 


第 3 条 市 民 は 、 








議員 の 活動 及び 政治 姿勢 に 注目 し 、 必 要 に 応じ 、 























すこ と を 求め る も の と する 。 


( 政 


第 4 条 








治 倫理 基準 ) 




















議員 が 遵守 すべ き 政 治 倫理 基準 を 次 の と お り 定 め る 。 














( 1 


(2 


(3 


(4 


(5 








) 市民 全 体 
務 に 関し 不正 
) 市 民 全体 
し て 、 
































の 代表 者 と し て 、 そ の 品位 と 名 誉 を 損なう 一 切 の 行 
の 疑惑 を も た れる お それ の ある 行為 を し な いこ と 。 
の 代表 者 と し て 、 常 に その 人 格 と 倫理 の 向上 に 努 









































不正 に 影響 力 を 行使 し 又は 金品 を 授受 し な いこ と 。 





) 市 が 行う 許可 、 


の 契約 に 関し 


認 n 


J 等 その 他 の 処分 又は 市 が 締結 する 売買 、 
、 個 人 、 特 定 の 企業 、 団 体 等 を 推薦 し 、 紹 介する 等 

















て 不正 に その 影響 カ を 行使 し な いこ と 。 








) 市 が 行う 


た 、 そ の 後援 
ばけ ば ない こと:。 


) 市 職員 の 採用 、 異 動 、 昇 格 等 人 事 に 関し 、 推 薦 、 紹 








許可 、 
の 契約 に 係る 企業 、 団 体 、 事 業 主 等 か ら 政 治 活 動 に 関す る 寄附 を 受け な い 
団体 に つい て も 政治 的 及び 道義 的 批判 を 受け る お それ の ある 寄附 を 受 


認可 等 その 他 の 処分 又は 市 が 締結 する 売買 、 














議員 に 説明 責任 を 困 た 








為 を 慎み 、 そ の 職 








、 そ の 地位 を 利用 








賃借 、 
そ 





請負 その 他 


の 地位 を 利用 し 


圭 























條 王 月 
具 1 自 、 





の 他 


三山 


青 負 そ 
こと 


o 。 < 





介する 等 その 地位 を 利用 し 


て 不正 に その 影響 カ を 行使 し な いこ と 。 
2 議員 は 、 政 治 倫理 基準 に 反する 事実 が ある と の 疑惑 を 持た れ た と き は 、 





















































HH ら 誠実 な 態 


度 を も っ て 疑惑 の 解明 に 当たる と と も に 、 そ の 責任 を 明らか に し な けれ ば な ら な い 。 





(納税 報告 の 義務 ) 





第 5 条 議員 は 、 毎 年 6 月 30 日 
民 健 康 保険 税 の 納付 状況 を 記載 し た 報告 書 (以下 「 状 況 者 
を 添え て 議長 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 な お 、 新 た に 

日 か ら 1 月 以内 に 、 状 況 報告 書 に 納税 誠 

2 議長 は 、 前 項 の 規定 に より 提出 され た 状況 報告 書 を 当該 

















ay 





























まで に 、 


末日 まで 保管 し な けれ ば な ら な い 。 





3 市 民 の うち 地方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 
る 者 (以下 「 有 権 者 」 と いう 。) は 、 議 長 に 前 項 の 規定 ! 


























画定 資産 税 、 軽 自動 車 税 及 び 国 
」 と いう 。) に 納税 証明 書 
な っ た 者 は 、 議 員 と な っ 
HH し な けれ ば な ら な い 。 


E 期 満了 と な る 年 度 の 










































































保管 され て いる 状況 報告 書 




















の 規定 に より 選挙 権 を 有 す 





圭 - 








の 要旨 を 閲覧 請求 する こと が で きる 。 た だ し 、 納 税 証 明 書 は 、 閲 覧 の 対象 と し な い 。 





(兼業 の 報告 義務 ) 





第 6 条 議員 は 、 議 員 と な っ た 場合 に お いて 、 自 ら 事業 を 営ん で いる と き 、 又 は 次 の 
の いずれ か に 該当 する 法人 その 他 の 団体 (以下 「 法 人 等 」 と いう 。) の 取締 役 、 理 
査 役 、 監 事 、 顧 問 若 し く は これ ら に 準ずる 職 (以下 「 取 締 
と き は 、 議 員 と な っ た 日 か ら 1 月 以内 に 、 
告 書 」 と いう 。) を 提出 し な けれ ば な ら な い 。 
(1) 主として 収益 事業 を 営む 法人 等 
(2) 市 の 許認可 が 必要 な 事業 を 営む 法人 等 
(3) 市 か ら 補 助 金 等 を 受け 、 又 は 受け よう と する 法人 等 


















































2 前 項 の 規定 は 、 議 員 が 新た に 上 






































F] と いう 。) に 就 い て い 














dn 








面 (以下 「 兼 業 























wd 





ら 事 業 を 営む こと に な っ た と き 、 又 は 新た に 法人 等 の 

















取締 役 等 に 就く こと と な っ た と き に 準用 する 。 こ の 場合 に お いて 、 同 項 中 「 議 員 と な っ 











た 日 」 と ある の は 、「 当 該 事業 を 営 ゆ こと と な っ た 


と 読み 替え る も の と する 。 











3 議員 は 、 前 2 項 の 規定 に より 提出 し た 兼業 
ら 事 業 を 営 ゆ こと を や め た と き 、 若 し く は 法人 等 の 取締 
くそ の 旨 を 記載 し た 書面 (以下 「 


























ら な い 。 


4 議長 は 、 第 1 項 及 び 第 2 項 の 規定 に より 提唱 
業 変更 報告 書 が 提出 され た 場合 は 、 当 
































日 又は 当該 職 に 就く こと と な っ た 日 」 

















書 の 内 容 に 変更 が あっ た と き 、 又 は 自 
潤し た と き は 、 遅 滞 な 
HH し な けれ ば な 























ほ 業 変更 報告 書 」 と いう 。) を 議長 に 提 H 




















当該 報 f 














し た 議員 の 在任 期間 


( 秦 約 書 の 提出 義務 ) 




















第 7 条 議員 は 、 こ の 条例 を 遵 S 








、 上 





覧 


























約 を 行う も の と し 、 議 員 と な っ た 日 か ら 1 月 





























(前 項 の 規定 に より 兼 
書 を 含む 。) を 、 
に 供 さ な けれ ば な ら な い 。 





『 書 を 提出 




















以内 に 
( 調 








ある と 認め られ る と き ( 








書 に 者 名 し て 





9 
第 8 条 市 民 又 は 議員 は 、 議 員 が 第 4 条 第 1 項 に 規定 する 政治 
よ 、 こ れ を 証する 資料 を 添え て 、 議長 に 対し 調 














査 請求 」 と いう 。) する こと が で きる 。 


の 


前 項 の 規定 に より 
の 1 以上 の 者 の 連署 を も っ て 、 


著 を も っ て し な けれ ば な ら な い 。 





(政治 倫理 審査 会 の 吉 


置 等 ) 














第 9 条 議 


と き は 


は 、 








調 











査 請求 を 受け た と き ( 


、 議 会 に 二戸 市 議会 議員 政治 























義 長 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 





理 基準 に 違反 する 疑い が 





























査 を 請求 (以下 「 調 






































調査 請求 し よう と する 者 が 市 民 で ある 場合 は 、 有 権 者 総数 の 200 分 
議員 で ある 場合 は 、 議 員 定 数 の 4 分 の 1 以上 の 議員 の 連 














理 



































よ 、 議 会 運営 委員 会 の 意見 を 聴き 、 必 要 と 
審査 会 (以下 「 審 : 








と と も に 、 そ の 事案 に つい て の 審査 を 付託 する も の と する 。 


2 審査 会 の 委員 定数 は 、8 人 と し 、 
審査 の 対象 と な る 議員 及び 調 





る た だ し 


oo Q RR の 


審査 会 




















議員 の 中 か ら 

















該 事 




















(政治 倫理 基準 違反 の 
審査 会 は 、 前 条 





第 10 条 














の 委員 は 、 職 務 上 知り 得 





審査 等 ) 
第 1 項 の 


























2 審査 会 は 、 
下 「 調 
な 調査 を 行う 

















3 審査 会 は 、 

て 出席 させ 、 
、 委 
5 審査 会 の 


ーー 





4 審査 会 は 





ろ に よる 。 


6 審査 会 の 会 議 は 





治 倫理 基準 違 


査 対象 

















前 


= = 
衣 具 


第 1 項 の 





項 の 規定 








こと が で きろ る 。 
規定 























は 、 出 席 委 員 の 





、 公 開 す る も の と する 。 た だ し 、 や む を 得 ず 非 公開 と する と き は 、 出 


案 
[a 
正 に 














き 、 委 員 
その 職務 





た 


フ 。 





に よる 審査 を 行う た め 、 
」 と いう 。) 、 調 査 請求 し た 者 及び その 他 関 係 人 に 対し 事 











に よる 審査 を 行う た め 、 
意見 を 聴く こと が で きる 。 
員 の 半数 以上 の 出席 が な けれ ば 、 会 議 を 開く こと が で き な い 。 





認め る 


会 」 と いう 。) を 設置 する 

















議長 が 議会 








た 秘 応 を 漏らし て は な ら な い 。 





調査 請求 の 

















専門 的 知 





運営 委員 会 に 放っ て 選任 す 











査 請求 し た 議員 は 、 委 員 と な る こと が で き な 


の 審査 終了 時 まで と する 。 
の 互選 に より 定め る 。 
遂行 し な けれ ば な ら な い 。 


その 職 を 退 いた 後 も 同 


規定 に より 付託 され た 事案 に つい て 、 当該 請求 に 係る 政 
反 の 存否 に つい て 審査 を 行 2 








対象 と な っ て いる 議員 ( 以 
情 聴 取 等 必要 





識 を 有する 者 を 参考 人 と し 





過半 数 で 決し 、 可 否 同 数 の と き は 、 委 員 長 の 決する と こ 


席 委 員 の 3 分 の 2 以上 の 同意 を 得 な けれ ば な ら な い 。 











の 協力 義務 及び 弁明 ) 
条 調査 対象 議員 は 、 審 査 会 か ら 審 査 


















































に 必要 な 資料 の 提出 又は 審査 会 へ の 出席 を 求め 


られ た と き は 、 そ れ に 従わ な けれ ば な ら な い 。 


2 





審査 会 は 、 被 請求 議員 が 前 項 の 要求 を 























その 言 を 公表 する も の と する 。 


3 
































(審査 結果 報告 書 の 提出 ) 


第 12 条 


2 


を 


4 








は 、 


ココ 
胃炎 





調査 対象 議員 は 、 審 査 会 に お いて 日 























HI 

















速やか に 公表 し な けれ ば な ら な い 。 




















調査 対象 議員 は 、 審 査 結果 
前 項 の 規定 に より 弁明 書 が 提出 され た と き は 、 議 長 





























要 を 公表 し な けれ ば な ら な い 。 
(審査 結果 の 措置 ) 


第 13 条 



































調査 対象 議員 は 、 自 
































E 否 し た と き 、 又 は 虚偽 の 陳述 を し た と き は 、 


又は 書面 に より 弁明 する こと が で きる 。 








審査 会 の 委員 長 は 、 審 査 の 結果 を 文書 に より 議長 


| 





に つい て 議長 に 対し 弁明 書 を 提 


よ 、 





に 関す る 審査 会 の 審査 結果 の 報告 に お いて 、 


に 報告 


前 項 の 規定 に よる 報告 を 受け た と き は 、 議 会 に # 














し な けれ ば な ら な い 。 
告 す る と と も に 、 そ の 概要 























自己 の 行為 が 











政治 倫理 基準 に 違反 し て いる 則 の 指摘 が な され た と き は 、 こ れ を 尊重 し て 、 政 治 倫 理 の 























確保 の た め に 必要 な 措置 を 講 

















2 

















議会 は 、 調 査 対象 議員 が 前 項 の 措置 を 


市 民 の 信頼 を 回 復 す る た め 、 必 要 な 措置 を 講ず る も の と する 。 


( 補 則 ) 


第 14 条 


定 


1 

2 
適 
ら 


行 の 日 


め る 。 
附 則 
この 条例 は 、 平 成 27 年 9 





じ な けれ ば な ら な い 。 















































月 1 日 か ら 施 行 す る 。 





自ら 講じ な いと き は 、 議 会 の 名 準 














この 条例 に 定め る も の の ほか 、 こ の 条例 の 施行 に 関し 必要 な 事項 は 、 議長 が 別に 








この 条例 の 施行 の 際 、 現 に 議員 で ある 者 に 対す る 第 5 条 、 第 6 条 及び 第 7 条 の 規定 の 

















H に つい て は 、 第 5 条 中 「 
] 月 














と する 。 


毎年 6 月 30 


























日 まで に 」 と ある の は 「 こ の 条例 の 施行 の 
以内 に 」 と 、 第 6 条 中 「 議 員 と な っ た 場合 に お いて 」 と ある の は 「 こ の 条例 の 施 


に お いて 」 と 、 第 7 条 中 「 議 員 と な っ た 日 」 と ある の は 「 こ の 条例 の 施行 の 





日 か 





日 」 


